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衛星等飛翔体落下予測事態及び落下事態等の危機事態対応

（苫小牧市国民保護計画想定事態を除く）

第１章 総 則

１ 目 的

衛星等飛翔体（航空機等の落下物及び人口衛星等軍事目的以外の飛翔物体で未確認

飛行物体を含む）の落下予測事態及び落下により市民等への直接的被害が発生する危

機事態について、国等の関係機関と連携して必要な情報収集を行い、適切な行動と冷

静な対応について市民へ情報提供するとともに、落下事態に備えて警防体制と救急救

助体制の強化を図り、市民生活の安全と安定を図ることを目的とする。

なお、航空機事故については、「苫小牧市地域防災計画風水害等対策編第 3章災害応

急対策計画の第 24節大規模事故対策（航空機事故等を含む）に対する市の対応」を補

完するものとして、新千歳空港緊急計画連絡協議会の「新千歳空港緊急計画」及び国

（自衛隊等）や北海道等における事故対策本部等の支援・調整等により関係機関と連携

して活動を実施する。

２ 用語の定義

・衛星等飛翔体とは、航空機等の落下物及び人口衛星等軍事目的以外の飛翔体で未確

認飛行物体を含む。

・航空機等とは、米軍用機以外の国及び公共団体・民間等が所有する飛行機等をいう。

３ 対象危機事態

（1）国内外の機関等で発射される衛星等飛翔体で北海道の上空を通過し落下する可能

性のある事態及び北海道（海域を含む）内での落下が確認された場合で多くの市民

に恐怖心や不安感を与えるなど、平穏な市民生活が脅かされる恐れのある事態で警

戒を要する事態。

（2）衛星等飛翔体が本市域（海域を含む）内に落下墜落炎上する可能性があるとの情

報及び落下物体等の炎上等により、多数の死傷者が発生する大規模な事故など、市

民生活に多大な被害や影響を与えると予想される危機事態。

４ 想定被害規模

衛星等飛翔体が落下した場合の被害については、落下物体の性質及び物体の規模、

落下地点等により市民及び公共施設、企業施設等に被害を及ぼすことが想定される。

また、市民が心理的な動揺等により無秩序に行動を起こすなどの社会的混乱による

事件・事故等の被害が想定される。
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５ 危機対応組織体制

衛星等飛翔体落下予測事態及び落下事態が発生した場合の市緊急対策本部体制と各

部の役割について、次のとおりとする。

①警戒対策会議 衛星等飛翔体が北海道上空を通過し、北海道内（近海地

危機管理室、 域を含む）へ落下すると考えられる事態で、国及び北海

総合政策部、消防本部 道からの警戒通報があった場合。北海道危機対策局、警

察等と連携して情報収集と関係機関等に対する情報提供

を行い、不測の事態に備えた警戒監視の強化に努める。

②緊急事態等対策会議 衛星等飛翔体の落下予測又は落下情報が市域及び近隣市

議長 ～ 市 長 町の場合で一部地域に限定した被害発生が予想される事

委員 ～ 副市長、 態又は一部地域住民等への被害が発生し、環境影響調査

総合政策部長、消防長、 や救急救助活動等が必要となる事態。

市民生活部長、環境衛 北海道危機対策局、警察、関係機関等と連携して情報収

生部長、危機管理室長 集と避難対策、衛星等飛翔体落下による消火・救急救助

活動等による対応に努める。

※新千歳空港緊急計画に定める範囲

③衛星等飛翔体落下危機 衛星等飛翔体の落下情報等が本市域内の場合で広範囲に

対策本部 わたり市民の生命、財産が被害にあう可能性又は多数の

本部長 ～ 市 長 市民が被害を受けるなどの事態が発生した場合。

部員～部長会議メンバー 避難誘導体制、消火・救急救助体制、被災者支援活動体

制をとり、企業施設等への被害状況の確認と被害拡大防

止等の対応に努める。

【主な各部の役割】

主な担当部局 主 な 役 割

危機管理室 情報収集（緊急ネットワーク情報等の受信、確認等）

総合政策部 関係部局及び関係機関との情報伝達、対応情報等確認報告

市民事業者への情報提供・広報、関係部局及び関係機関との総合調整、

緊急事態等対策本部会議事務局

総合政策部 市民及び事業者への広報、報道機関への情報提供

消防本部 警防体制及び救急救助体制の確保、緊急情報の伝達と確認

市立病院 救急医療体制の確保（緊急医療体制の整備）

保健福祉部 救急医療体制の確保（緊急医療機関及び避難住民の健康支援）

環境衛生部 落下地域の環境影響調査等について関係機関と連携して対応する。
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【主な関係機関】

主 な 関 係 機 関

苫小牧警察署 市民の避難行動等に関する事故・事件対処情報

北海道総務部危機対策局 緊急情報ネットワークシステムによる事故情報等伝達

苫小牧港管理組合 港湾区域等の施設等への影響及び被害状況調査と対応

苫小牧海上保安署 海上船舶及び海上での落下物等についての対応と対策

北海道防衛局 自衛隊航空機事故情報、事故機等捜索情報

陸上自衛隊第 7師団 自衛隊航空機事故情報、事故機等捜索情報

航空自衛隊千歳基地 自衛隊航空機事故情報、事故機等捜索情報

東京航空局新千歳空港事務所 民間航空機事故情報、事故機等捜索情報

胆振東部森林管理署 国有林等への落下事故情報等の確認

苫小牧漁業協同組合 海上落下物等の情報確認、落下予定海域への出漁自粛要請

第２章 平常時の危機管理

１ 日常的業務と各部の役割

危機管理室において、国や北海道危機対策局等が発信する危機事態予測情報及び危

機対処方針等の危機管理情報を収集し予測される危機事態についての体制整備と情報

伝達、救急救助及び警防体制、避難広報、被災者支援等の対策について検討する。

また、民間航空機事故発生時の緊急事態対応として、新千歳空港緊急計画連絡協議会

が策定する「新千歳空港緊急計画」等による災害発生に備えた行動計画に基づき、日

ごろから各関係機関との情報交換及び災害発生対処活動等の役割分担を確認し、対応

体制の整備を図る。

（１）情報収集と分析 ～ 危機管理室及び総合政策部で関係機関等からの情報を収集

し、危機事態の可能性について分析する。

○ Em－Net（緊急情報ネットワークシステム～内閣府）

○ 北海道総務部危機対策局からの情報～FAX通信

○ TV、ラジオ等報道媒体からの情報

（２）消防庁（北海道危機対策局経由）から市消防本部への情報伝達。

消防本部内の受信報告体制と関係機関への連絡を整理、確認する。

（３）苫小牧警察署等との情報交換及び緊急時の協力体制の整備

危機管理室は苫小牧警察署、苫小牧海上保安署、苫小牧港管理組合等の市内関係機

関との情報の相互共有を図り連携協力体制を確立する。

（４）消防本部の初動体制の確立

・市民通報の現地確認体制の整備

・救急救助及び警防体制の整備

・現場広報活動体制（消防車両による広報活動）の準備

なお、航空機事故については、苫小牧市地域防災計画風水害等対策編第 3章災害

応急対策計画の第 24節大規模事故対策に規定する航空機事故への市の対応（資料
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編別冊 16～航空機事故活動要領）に従い消防活動を実施する。

（５）新千歳空港緊急計画連絡協議会における関係機関との連携活動。

民間航空機の新千歳空港及び空港周辺における航空機事故等の緊急事態の発生に

迅速かつ適切に対処するために東京航空局新千歳空港事務所と関係機関が緊密な協

力体制を確立し、被害の軽減を図ることを目的に「新千歳空港緊急計画」を策定し

不測の事態に備えており、苫小牧市としても危機管理室、消防本部が連絡協議会に

参加し、関係機関と協力連携を蜜にして緊急事態に対処する。

（６）自衛隊機の事故対応等については、北海道防衛局、航空自衛隊千歳基地、陸上自

衛隊第7師団との災害発生時の緊急連絡体制や災害時活動について情報収集を行う。

２ 危機発生時の連絡体制 （フロー図）

衛星等飛翔体落下予測事態及び 衛星等飛翔体の落下

落下事故緊急通報情報提供（政府機関等） 目撃緊急通報（住民等）

緊急情報ネットワークシステムによる通報（情報提供）

（Eｍ-Net）北海道総務部危機対策局

東京航空局新千歳空港事務所、航空各社、北海道防衛局

航空自衛隊千歳基地、陸上自衛隊第７師団

警察 110通報

情報提供・確認 消防 119通報

総合政策部

危機管理室 消防本部（警防課） 報告

報告 ・通報に対する確認出動

・救急救助活動準備指示 消防庁へ報告

報告 ・情報提供現場等の確認

情報確認 苫小牧海上保安署

秘書室長 苫小牧港管理組合

報告 ・市地域防災計画資料編別冊 苫小牧漁業協同組合

16～航空機事故活動要領に 胆振東部森林管理署

市長・副市長 基づく消防活動開始

・新千歳空港緊急計画による

活動開始

緊急事態等対策会議又は対策本部設置・会議開催指示

衛星等飛翔体緊急事態等対策会議設置 （事務局：危機管理室）

「危機管理指針の運用についての対策本部体制」により対策等を協議実施する。
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第３章 緊急事態等発生時の基本的な対応

１ 衛星等飛翔体の落下予測情報（政府機関等）に対する対応

(１) 緊急対応体制

※市域への落下予測事態及び落下事態が発生した場合に、緊急事態等対策会議又

は危機対策本部としての具体的な対応が必要となるが、それ以外の事態につい

ては、警戒及び情報収集が主たる対応・対策となる。

(２) 衛星等飛翔体の落下予測及び落下想定事態別による緊急対応体制

※飛翔体が国民保護計画の危機事態に該当する場合は、同法に基づき行動する。

衛星等飛翔体の落下予測が北海道上空を通過 危機管理室及び消防本部による

し北海道近海へ落下すると考えられる事態で 不測の事態に備えた警戒監視強

国及び北海道から警戒通報があった場合。 化と情報収集の実施。

衛星等飛翔体の落下予測又は落下情報が市域 緊急事態等対策会議開催。

及び近隣市町の場合で一部地域に限定した被 北海道危機対策局、警察、関係

害発生が予想される事態又は住民等への被害 機関等と連携して情報収集と避

が発生し、環境影響調査や救急救助活動が必 難対策、消火・救急救助活動等

要となる事態。 の対応対策の実施。

衛星等飛翔体の落下情報が本市域内の場合で 衛星等飛翔体危機対策本部設置

広範囲において市民の生命、財産等が被害に （落下予定地域住民の避難広報

あう可能性が高く避難等が必要となる場合又 誘導、落下地点の調査、立入

は多数の市民が死傷するなどの被害が発生し 規制、被害状況調査及び救急

た場合。 救助搬送、避難所開設、生活

支援復旧対策等実施)

(３) 広報広聴活動

避難勧告・指示等、市民の安全に関する情報等のほか、緊急輸送路の確保を図る

ための交通規制状況に関する情報については、報道機関に依頼し、テレビ・ラジオ・

新聞などを通じた幅広い広報を図る。

①市民からの問い合わせ対応窓口 ～ 危機管理室

②報道機関対応 ～ 危機管理室と総合政策部が連携して対応

③市民への落下予測警戒広報及び避難勧告等 ～ 総合政策部秘書広報課

①落下予測情報の収集 ～ 危機管理室、総合政策部担当

政府機関等が発表する落下物、落下予定日、落下地域、落下による影響と被害

想定規模等の情報を適時収集し、状況分析したうえで、避難等の対応想定を検

討する。

②対策本部緊急連絡体制避難勧告及び救急救助体制について連携し、事前協議

する。～ 危機管理室及び消防本部で対応する。

③落下予測日の情報確認体制と報告体制の整備。

危機管理室、消防本部が連携し、情報収集と報告体制を整備する。
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２ 衛星等飛翔体の落下目撃情報（住民等）に対する対応

(１) 緊急対応

①緊急通報に対する確認 ～ 危機管理室

・消防本部及び苫小牧警察署への通報内容の確認（通報者以外の情報）

・苫小牧港管理組合、苫小牧海上保安署へ情報の確認（海域落下情報の場合）

②北海道総務部危機対策局に通報又は情報確認報告 ～ 危機管理室

③落下地点の確認及び現場保存（立入規制） ～ 消防本部担当

・救助及び消火活動の開始

・危機管理室及び苫小牧警察署への報告連絡

④現地本部の設置 ～ 危機管理室及び消防本部合同本部

・本部設置（本部車両配備～防災無線）～ 危機管理室

・現地対応指揮 ～ 消防本部

・周辺住民への広報活動（現場広報） ～ 消防本部

・立入禁止区域等の警戒規制 ～ 消防本部が苫小牧警察署と協力連携する。

・対策本部等への状況報告・連絡担当 ～ 危機管理室

※報道機関対応は、対策本部で公表する。現地本部は報道関係者への対応は

しない。

・避難地域の拡大の可能性が出た場合の避難勧告、誘導 ～ 対策本部

(２) 住民等への広報広聴活動

・落下情報等事態の概要（報道関係を含む） ～ 危機管理室（対策本部）

落下物、落下場所、危険物の有無、立入規制区域、被害状況等

3 落下現場の確認と被害調査

（１）消防本部が初動対応として、落下情報地点の調査確認をする。

（２）危機管理室が警察署へ落下情報等の詳細確認をする。

（３）被害状況及び被災者の救助状況と対応活動体制の確認。

（４）落下地点周辺の環境調査等の対応 ～ 環境衛生部環境保全課担当

４ 民間航空機の事故等災害対応

飛行場内及び飛行場から半径９ｋｍ以内の範囲にあっては、新千歳空港緊急計画連

絡協議会が策定する「新千歳空港緊急計画」に基づき、各関係機関が連携して対応と

対策を実施するため、本連絡協議会の指示に従い緊急的な対応と対策を実施する。

それ以外の地域については、国及び北海道等関係機関と連携協力して対応対策を実

施する。

なお、民間航空機事故の現場においては、「航空・鉄道事故調査委員会」の活動に協

力するように留意する。
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５ 自衛隊機の事故等災害対応

自衛隊機事故において住民に被害が及ばない場合は、自衛隊が消火救助活動を行う。

ただし、住民等からの通報により消防本部が先に到着した場合は、消防本部が消火・

救助活動を行い、自衛隊到着後は自衛隊が現場活動の調整を行うことになることから、

その指示に従い消火・救助活動等の支援対応等を行う。

なお、住民に被害が及ぶ場合は、消防本部は警察や自衛隊と連携して消火救助活動

を行う。

第４章 危機収束時の対応

１ 緊急事態等の記録と課題整理

危機事態等報告書により、危機事象の発生経緯と緊急対策実施内容を理事者に報告

するとともに対策本部会議で事態対応についての分析と課題について整理総括する。

・緊急連絡体制（警戒体制、緊急事態等対応体制、国等関係機関への応援要請等連絡

体制）

・広報活動体制（予測事態等広報、落下事態等公表、避難勧告・誘導広報、立入規制

等広報、報道関係情報提供等）

・緊急事態即応体制（情報確認、現場調査、警戒区域設定、救急救助搬送体制、医療

機関受入体制）

・北海道電力、北海道ガス、NTT、JR等をはじめとするライフラインの早期回復への

協力要請と復旧状況の把握

２ 被災者救済支援及び生活再建とライフライン等の復旧対策

被災住民の救済対策として「市民相談窓口を開設」するほか、国及び北海道並びに

危機事態等の事故原因者等に対し、被災者救済への対応を強く働きかけるほかライフ

ライン復旧計画を早急に実施できるよう関係機関へ要請する。



（　様 式 ）

　　　危機管理情報報告書

（市民情報）

事故事件等
報告日時

受信日時

提供者 受信部課

住　　所 受信者名

電話番号等 受信方法

情報提供内容

（事故等の場所

知った経緯・

該当する法令

　違反など）

平成　  年　  月　  日　 　 時　  分現在 平成　　年　　月　　日　　　時　　分受信

　　　　　　  町　　　丁　　　目　　  番 　　 号

　　　　　　　　部　　　　　　課　　　　　　　係

①危機管理基本方針に定める事件事故等の緊急事態等の危機事案及びこ
れらに類する事態で市民から通報のあった関連情報について報告する。な
お、後日、市民生活に大きな影響を及ぼす事態が発生すると考えられる情
報も報告すること。

提供者の立場

事故事態等
の 概要

 電話　■インターネット　 面談（来庁・現場）

　□匿名希望　　　　　　□詳細記載

（市民生活部） （担当部）
部　　長 危機管理室長 主     幹 部　　長 次　　長 課　　長

（対応・協議）

※担当部決栽後、危機管理室へコピー送付



（様 式 ）

　　　危機管理発生状況報告書
（担当部作成）

事故事件等
報告日時

受信日時

報告者 受信部課

所　属 受信者名

電話番号等 受信方法

発生日時

覚知日時

発生場所

□確認 □伝聞 □推測 □調査中

情報提供内容

（事故等の場所

知った経緯・

該当する法令

　違反など）

※危機事態等の概要が詳細に及ぶ時は別紙添付としても良い。

状況把握 □　確認 □伝聞 □推測 □調査中

死　者 負傷者 行方不明 感染者 合　　計

名 名 名 名 名 名

建物損壊 車両被害 環境汚染 ライフライン停止 器物損壊

○応急措置

○初動対策

○住民周知

（担当部）
部　　長 次　　長 課　　長

※危機管理室への報告は決裁後、原本コピーを提出。

事故事態等の
概要

人的被害

※この報告書は、主に各部の
所管する施設及び行政事務上
の危機事態について使用す
る。

①危機管理基本方針に定める事件事故等の緊急事態である危機事案に類
する事態について報告する。

平成     年　　月　　　日

 平成　　 年 　　月　　　日

決栽年月日

□　危機管理室報告

各部における
応急措置及び

初動対策

被害状況

状況の把握

物的被害

平成　  年　  月　  日　 　 時　  分現在

　　平成　　　　年　　　　月　　　　　日　　　　　　時　　　　　　分　頃

危機の種類

　　平成　　　　年　　　　月　　　　　日　　　　　　時　　　　　　分　現在

平成　　年　　月　　日　　　時　　分受信

　　　　　　　　部　　　　　　課　　　　　　　係

　　　　　　　　部　　　　　　課　　　　　　　係

 電話　□インターネット　 面談（来庁・現場）　　　　　　　　　　　　　　　内線



（様　式　）

　　　危機管理発生状況報告書
（危機管理室作成） （第　　　報）

事故事件等
報告日時

受信日時

報告者 受信部課

所　属 受信者名

電話番号等 受信方法

発生日時

覚知日時

発生場所

□確認 □伝聞 □推測 □調査中

情報提供内容

（事故等の場所

知った経緯・

該当する法令

　違反など）

状況把握 □　確認 □伝聞 □推測 □調査中

死　者 負傷者 行方不明 感染者 合　計
名 名 名 名 名 名

 電話　□インターネット　 面談（来庁・現場）

　　平成　　　　年　　　　月　　　　　日　　　　　　時　　　　　　分　頃

　　　　　　　　　　　　　　　内線

危機の種類

　　平成　　　　年　　　　月　　　　　日　　　　　　時　　　　　　分　現在

平成　  年　  月　  日　 　 時　  分現在 平成　　年　　月　　日　　　時　　分受信

　　　　　　　　　　　　　　部　　　　　　

市民生活部危機管理室

事故事態等の
概要

人的被害被害状況

状況の把握

名 名 名 名 名 名
物的被害 建物損壊 車両被害 環境汚染 ライフライン停止 器物損壊

○応急措置

○初動対策

○住民周知

市　　　長 樋口副市長 中野副市長 秘書室長 市民生活部長危機管理室長 主　幹

報告対応協議

※担当部同席

決栽年月日

（添付書類）

被害状況

①各部報告書及び市民情
報報告書の原本コピー

各部における
応急措置及び

初動対策

平成　　　年　　　月　　　日

　□開催する　 □担当部で対策本部設置する

緊急事態等対策会議の開催等　
























